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事務作業 主な事務書類提出先 期　限

市区町村 年 金税務署 税務署 市区町村役場 年金事務所 労 働 労働基準監督署〈提出先マーク説明〉 都道府県税 都道府県税事務所

上記は主な定期作業。この他に、職員の新規雇用や労働条件の変更、健康診断、各種保険加入など、単発・臨時の事務もあります。

● 「所得税源泉徴収簿」の記入 ・所得税源泉徴収簿

・納付書

・特別徴収の税額通知書、納付書

・納付書（給与等／報酬等）

毎月末までに

毎月末まで

翌月10日までに

翌月10日までに
● 源泉所得税の納付
給与等を実際に支払った月の翌月10日までに納付。
（納期の特例を受けた場合、1月と7月の年2回だけ。）

● 社会保険料納付
厚生年金保険料と健康保険料をあわせて納付。

● 職員の住民税納付（特別徴収）
１月の給与支払報告書送付時に「特別徴収」を選択した
場合、職員の住民税を給与から預かり、法人が納付。
（納期の特例を受けた場合、6月と12月の年2回だけ。）

● 償却資産税申告
1月1日時点で所有している土地家屋以外の事業用資産
で対象となるものについて申告する。課税標準額150万円
未満の場合は非課税。

● 年末調整後の源泉所得税納付
12月給与支払時に行った年末調整後の源泉所得税額を
所定の納付書に記載して納付する。

●　　　　　7月～12月の源泉所得税納付
1月の納付時は、年末調整後の税額で納付書を作成する。

● 「給与所得の源泉徴収票」を本人に渡す
150万円を超える役員、500 万円を超える職員の分は
税務署にも提出

● 「報酬・料金・契約金及び賞金の支払調書」を本人に渡す
前年の支払金額の合計が5万円を超える場合は、税務署にも提出

納期の特例

納期の特例

納期の特例

納期の特例

●　　　　　1月～6月の源泉所得税納付

●　　　　　　前年12月～5月の職員の住民税納付（特別徴収）

●　　　　　　6月～11月の職員の住民税納付（特別徴収）

● 「給与支払報告書」提出
職員の住民税額決定に必要な手続き。個人別の明細と
同一市区町村の者をまとめた総括表を提出する。

● 法人住民税の減免申請書提出
法人税法上の収益事業を行っていない場合、都道府県
税事務所・市町村にそれぞれ提出。

● 労働保険料の年度更新
保険年度（4月～3月）ごとに概算で申告・納付し、翌年度
確定申告・精算。

● 社会保険料の定時決定
保険料の基礎となる標準報酬月額決定に必要な手続き。
4月～6月の賃金を算定基礎届出書に記載して届け出る。

● 年末調整に必要な書類を職員から集める

● 年末調整の計算
毎月記入してきた「所得税源泉徴収簿」と職員から集めた
書類を基に計算。12月の給与支払時に、過納額は本人に
還付し、不足額は徴収する。

・納付書（給与等／報酬等） 1月10日までに

1月31日までに

1月31日までに

1月31日までに

1月31日までに

1月31日までに

1月10日までに
（届出により、1月20日まで延長可）

・納付書（給与等／報酬等）

・源泉徴収票

・償却資産税申告書

・給与支払報告書
  （個人別明細書、総括表）

・法定調書合計表

・支払調書

● 「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」提出

・法人住民税［均等割］減免申請書

・特別徴収の税額通知書、納付書

・特別徴収の税額通知書、納付書

・労働保険概算・確定保険料申告書

・納付書（給与等／報酬等）

（呼称、様式は自治体によって様々）

・算定基礎届、総括表

・給与所得者の扶養控除等申告書、
  保険料控除申告書等

・所得税源泉徴収簿

４月中

6月10日までに

6月1日から7月10日までに

7月10日までに

7月1日から7月10日までに

12月初旬まで

12月の給与支払時までに

12月10日までに

（ただし、期限や自動更新の有無など
自治体によるので要事前確認）
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市町村所轄庁 法務局 税務署所轄庁 法務局 税務署 市町村役場〈提出先マーク説明〉

事務作業 主な事務書類提出先

● 前年度の事業報告書等作成開始

● 理事会開催と議事録作成
総会で議決すべき事項を検討し、総会準備を行う。

● 総会開催と議事録作成
定款の定めに従って議事録署名人を選任し、速やかに
議事録を作成する。

・事業報告書  ・活動計算書
・貸借対照表  ・財産目録等 

事業年度終了後3ヶ月以内に

期　限

● 監査実施
前事業年度の業務・会計が適正に行われたか監査を受ける。

● 総会招集通知の発送
会議の目的、内容、日時、場所等を記載し、社員（議決権
を持つ会員）へ発送する。議決権を持たない会員や支援
者にも案内できるが、定足数にはカウントしない。

● 総会議案書の作成
総会で議決する事項をもらさず記載する。

● 理事会、監査、総会の各日時決定、場所確保

● 総会定足数の確認
出席予定者、書面表決者、委任状を集計する。定足数
に満たない場合、社員（議決権を持つ会員）に電話を
かけて出欠確認、書面提出依頼。

● 前年度の事業報告書等提出
・事業報告書  ・活動計算書
・貸借対照表  ・計算書類の注記
・財産目録  　・年間役員名簿
・社員のうち10人以上の名簿

・理事会議事録

・監査報告書

・総会議案書

・総会議案書
・出欠連絡票

・委任状
・出欠集計表

・総会議事録

事
業
年
度
終
了
後

1
ヶ
月
以
内

事
業
年
度
終
了
後

2
ヶ
月
以
内

事
業
年
度
終
了
後

3
ヶ
月
以
内

事
業
年
度
終
了
後

4
ヶ
月
以
内

理事会開催までに

できるだけ早めに

総会議案書作成開始までに

理事会開催までに

● 消費税の簡易課税選択を届け出る
消費税の課税事業者で簡易課税を選択する場合に、届出が必要。

・消費税簡易課税制度選択届出書 課税期間開始日の前日までに
（一度出すと、不適用届出書を出すまで有効）

総会召集通知発送に間に合うように

定款の定めに従う
（NPO法では少なくとも開催の5日前
までに通知）

総会当日まで

総会開催後、
理事の変更登記の日までに

● 消費税を申告する
課税対象となる取引高が1,000万円を超える場合、
消費税課税事業者となり、申告が必要

● 法人住民税・法人事業税・地方法人特別税を申告する
法人税法上の収益事業を行っている場合、確定申告を
行う。赤字でも申告は必要。

● 法人税を申告する
法人税法上の収益事業を行っている場合、確定申告を
行う。赤字でも申告は必要。

● 理事の変更登記
総会での改選等、理事の登記事項に変更があった場合
に行う。定款で代表権を制限している場合は、代表権を
有する理事のみ登記。

上記は主な定期作業。この他に、定款変更、法人税法上の収益事業開始など、単発・臨時の事務もあります。

● 活動計算書を提出する
法人税法上の収益事業を行っていない場合でも、年間収入
が8,000万円を超える場合は活動計算書を提出する。

● 役員の変更等届出書を提出
理事・監事に、新任、再任、任期満了、死亡、辞任、解任、
住所変更、改姓・改名があった場合、遅滞なく届ける。

・法人税の確定申告書 
・貸借対照表・損益計算書
・勘定科目明細書　等

・変更登記申請書 
・総会議事録
・理事会議事録　等

・消費税の確定申告書

・住民税・事業税・地方法人特別税の
  確定申告書

・活動計算書

・役員の変更等届出書
・変更後の役員名簿　等

事業年度終了後２ヶ月以内に

事業年度終了後２ヶ月以内に

事業年度終了後２ヶ月以内に

できるだけ速やかに

変更が効力を発する日から
２週間以内に

事業年度終了後４ヵ月以内に

（書面表決、委任状も兼ねると便利）

NPO法人の年間運営スケジュール《仕事月が決算月によって変わる》

仕事月
の目安

都道府県税 都道府県税事務所

作成：認定NPO法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会　 http://www.npoweb.jp/　　  発行日：2018年10月1日 デザイン：佐藤真喜子

● 貸借対照表の公告を行う
定款で定めた「公告の方法」に従って毎年行う。
改正NPO法で、2018年10月1日からの新たな義務。

・貸借対照表 できるだけ速やかに
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5,850,000 5,850,000

828,000 6,000,000 6,828,000 3,500,000 10,328,000

4,000,000 2,000,000 6,000,000 6,000,000

2,000,000 5,000,000 5,500,000 12,500,000 12,500,000

150,000 150,000

6,828,000 13,000,000 5,500,000 25,328,000 9,500,000 34,828,000

3,500,000 6,000,000 5,000,000 14,500,000 2,000,000 16,500,000

300,000 650,000 550,000 1,500,000 100,000 1,600,000

3,800,000 6,650,000 5,550,000 16,000,000 2,100,000 18,100,000

1,800,000 1,800,000 1,800,000

850,000 350,000 250,000 1,450,000 1,450,000

150,000 200,000 200,000 550,000 250,000 800,000

200,000 300,000 500,000 1,000,000 200,000 1,200,000

828,000 828,000 828,000
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この資料は、下記の皆様のご支援により行った「NPO法人の会計強化のための全国キャンペーン」の一環として作成しました。
公益財団法人トヨタ財団、公益財団法人三菱財団、公益財団法人損保ジャパン日本興亜福祉財団、公益財団法人キリン福祉財団、
社会福祉法人読売光と愛の事業団





 

 

様式例・記載例（法第 28条第 1項関係） 

 

 

前事業年度の年間役員名簿 

 

年  月  日から  年  月  日まで 

 

 

 

特定非営利活動法人○○○○ 

役職名 氏 名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた期間 

理事長 

 

副理事長 

 

理事 

 

 

 

監事 

 

 

○○○○ 

 

□□□□ 

 

△△△△ 

 

 

 

▽▽▽▽ 

 

 

・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・ 

 

・・・・・・・・ 

 

 

 

・・・・・・・・ 

 

 

○年○月○日から 

□年□月□日まで 

○年○月○日から 

□年□月□日まで 

○年○月○日から 

□年□月□日まで 

 

 

○年○月○日から 

□年□月□日まで 

 

報酬無し 

 

報酬無し 

  

○年○月○日から 

□年□月□日まで 

 

 

報酬無し 

 

 

 

（備考） 

１ 「氏名」、「住所又は居所」、「就任期間」及び「報酬を受けた期間」は、全ての役員に

ついて記載する。 

２ 「氏名」、「住所又は居所」の欄には、住民票等によって証された氏名、住所又は居所を

記載する。 

３ 「就任期間」には、役員の任期を記載するのではなく、事業年度の始期から終期までの間

の役員就任期間を記載する。そのため、就退任のない役員は事業年度の期間と同一になる。 

４ 「報酬を受けた期間」の欄には、報酬を受けたことがある役員はその期間を、報酬を受け

なかった役員については「報酬無し」と、それぞれ記載する。 

 

 

前事業年度の自至年月日

を記載する 

理事の職名を定めている場合は、それぞ

れの理事について職名を記載する 

コメントの追加 [大野 覚1]: 公表にあたっては、黒塗り

とする。 

コメントの追加 [大野 覚2]: （報酬の有無）ここにはあ

くまで管理費の役員報酬（総会・理事会の開催、広報

や会計、労務などの管理業務に対する報酬）の支払い

の有無を記載する。役員総数のうち、3 分の 1 以上の

役員が管理費の役員報酬を得ていないかを確認するた

めの項目。 
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NPO法人解散手続きに関する参考文献一覧

認定NPO法人 茨城NPOセンター・コモンズ

行

番号
発行主体 発行年月 文献名

ページ数

（該当部

分）

ページ

番号
特徴 URL

特にオス

スメ

1
NPO会計支

援センター
2023年1月

NPO法人の解散手続き

マニュアル
135

有料（3,850円）だが、

ケーススタディやQ&A含

め、多くの情報が網羅され

ている。

https://seminar.npokaikei

.com/?pid=170569928
○

2 茨城県 2021年12月

特定非営利活動法人の

設立及び管理・運営の

手引き「第4章　法人

の解散について」

8

https://www.pref.ibaraki.

jp/seikatsukankyo/undo/t

ebiki.html

○

3 茨城県 2021年12月 解散時に作成する書類 1のWORD書式

https://www.pref.ibaraki.

jp/seikatsukankyo/undo/y

oshiki_ninsyo_nintei/nins

yo7.html

4
兵庫県 神戸

市
2015年3月

NPO法人の手引　～1

設立・運営編～「5

解散と合併」

14 177～190
ひょうご中間支援団体ネッ

トワークが監修

https://www.city.kobe.lg.

jp/documents/6154/kaisa

ngappei.pdf

○

5 法務局 6 提出書類の様式例など

http://houmukyoku.moj.g

o.jp/homu/COMMERCE_1

1-1.html#4-11

○

6 福島県

特定非営利活動法人を

解散する場合の手続き

について

6
フローチャートがわかりや

すい

https://www.pref.fukushi

ma.lg.jp/uploaded/attach

ment/92990.pdf

7 佐賀県 解散に関する手続 8 Q&Aが付いている

http://www.pref.saga.lg.j

p/kiji00331858/3_31858

_46016_up_hxai3vax.pdf

https://seminar.npokaikei.com/?pid=170569928
https://seminar.npokaikei.com/?pid=170569928
https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/undo/tebiki.html
https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/undo/tebiki.html
https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/undo/tebiki.html
https://www.city.kobe.lg.jp/documents/6154/kaisangappei.pdf
https://www.city.kobe.lg.jp/documents/6154/kaisangappei.pdf
https://www.city.kobe.lg.jp/documents/6154/kaisangappei.pdf
http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/COMMERCE_11-1.html#4-11
http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/COMMERCE_11-1.html#4-11
http://houmukyoku.moj.go.jp/homu/COMMERCE_11-1.html#4-11
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NPO運営に関するクイズ

認定NPO法人 茨城NPOセンター・コモンズ

設問

番号
テーマ クイズ ○ × 正解

1
毎年度終了後、どの法人も3か月以内に総会を開催すれば良

い。

2
理事会は、総会と同日に、年1回だけでも開催していれば良

い。

3
総会の議事は、事業報告、活動決算、事業計画、活動予算の

それぞれの承認と毎年決まっている。

4 代表は総会では選出できない。

5
ウェブ会議システムを用いた総会を開催する場合、定款変更

は不要だ。

6

正会員からの委任状や書面表決は、「電磁的」という表現が

定款上記載されていれば、Googleフォームなどオンラインの

アンケート形式での回答でも認められるようになっている。

7
社員（正会員）数は常に10名以上を保ち続けなければNPO法

違反となる。

8 会員が死亡したとしても、組織運営上特に問題はない。

9
役員に対して理事会参加のための電車代などを支払うのは、

旅費交通費であって役員報酬にはならない。

10

事業報告書などを提出せずにNPO法人が認証取り消しとなっ

てしまった。法人としては存在しなくなったので、その役員

には特にペナルティは発生しない。

11 議員が理事長を兼務しても法的には問題ない。

12 監事は会計だけチェックしていれば良い。

13 監事は理事会に出席しなくても差し支えない。

14 監事は有給スタッフが兼務しても良い。

15

事業報告書などは、期末から3か月以上過ぎたとしても、未提

出を気づいた後に速やかに提出すれば特に問題になることは

ない。

16
事業報告書などは行政に対して提出するものなので、事務所

での管理は不要。

17
「財務諸表の注記」は、NPO法上の所轄庁への提出義務はな

い。

18
昨年度はコロナ禍で全く活動ができず、かつお金も動いてい

ないので、事業報告書などは所轄庁に提出しなくて良い。

19 役員に報酬を支払っても良い。

20
仮に役員に報酬を支払う場合は、事業報告時に所轄庁に必ず

報告しなければならない。

21
代表が職員と同じように事業に従事していた場合、勘定科目

は「給料手当」と計上すべきだ。
会計

回答

組織運営

会員管理

理事会

監事

事業報告
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NPO運営に関するクイズ

認定NPO法人 茨城NPOセンター・コモンズ

設問

番号
テーマ クイズ ○ × 正解

回答

22 役員に賞与を支払っても良い。

23
預金通帳の残高と、預金出納帳の残高が合帳していれば、資

産管理は問題ない。

24
NPO法人であっても、固定資産を保有した場合、減価償却費

の計上と、償却資産税の申告は必要だ。

25 仮に法人税を申告する場合、活動計算書では申告できない。

26
法人税が発生する事業を行う場合、定款第5条に「その他の事

業」として記載しなければならない。

27
NPO法人は非営利を目的にしているのだから、住民税の均等

割の免除申請を一度行政に提出すれば良い。

28 住民税の均等割の免除申請は、6月に提出しても良い。

29
これまで活動していなかった新たな自治体に従たる事務所を

設けたので、法人住民税の均等割は必ず支払う必要がある。

30
課税売上が1,000万円を超えた場合、翌々年度から消費税の申

告が必要になる。

31 金額が低ければ、謝金を支払う際の源泉徴収は不要である。

32 税金に関する書類の保存期間は、どのNPO法人も5年である。

33 代表者は労災を適用することは不可能である。

34 代表者は雇用保険が適用できない。

35 NPO法人の場合、健康保険や年金の手続きが免除される。

36
理事長は次の2年も同じ人物なので、所轄庁への役員変更手続

きは不要だ。

37 理事長は次の2年も同じ人物なので、役員変更登記は不要だ。

38
登記簿謄本に記載事項に変更があれば、なるべく早めに変更

申請する必要がある。

39 定款を変更する際には、都度所轄庁の認証が必要だ。

40
定款変更する際には、変更箇所の承認を総会で得れば、所轄

庁への提出書類は変更申請書と総会議事録で十分である。

41
別な自治体に新たに事務所を設けたが、既にNPO法人となっ

ているため、所轄庁に届け出さえすれば問題ない。

42
NPO法人解散時の残余財産は社員（正会員）に分配すること

はできない。

43
NPO法人解散時の残余財産の帰属先は、全ての法人が総会で

決めることとなる。

44
貸借対照表の公告は、事務所の前に貼っておけば問題になる

ことはない。

45

定款では内閣府NPO法人ポータルサイトで貸借対照表を公告

することになっている。同サイトでは所轄庁に提出した書類

がPDFデータで掲載されるので、公告したことと見なされる。

会計

税金

労務

その他
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Google

3/23



7. 10

8.
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27.

28. 6
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30. 1,000
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